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ポーク構造が拡大しても目減りしない、グループの公共財のような資源もある。このような資源はハブ企業の拡大を制約しない。ハ企業の形成メカニズム 解明という本稿の第一 課題は、な「アライアンス 経済」を生む資源、および拡大して 目減りすることのない資源を明らかにすることである。　
他方、ハブ企業が永遠に拡大を



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ブ・スポーク構造の拡大とともに減少することによって 拡大の速度は規定されることになる。もちろん、このような制約は、トップマネジメントの役割が非常 大きいという、友嘉グループの組織上の特徴がもたらしているという面もある。また前述のように、日本企業の友嘉グループに対する信頼が、朱総裁や陳総経理という個人に向かっていることに 起因いる。　
このようなトップマネジメント

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































え、既にＯＫＫ（大阪機工）など日本企業二社からマシニングセンタの製造を受託している。黄明和総経理は、日本企業は台湾企業への製造や販売の委託 よって、台湾での生産能力や中国における販売能力を活用することが可能であると述べている。こ ような発言は、台中精機 ハブ企業化への意欲とみ ことが きに、今後 工作機械産業における日台ビジネスアライアンスでは、新たなハブ企業が誕生する可能性がある。（付記）本稿は二〇一三年六月一七日、台北で開かれた政治大学「台日策略聯
盟：
產
業
合
作
機
制
與
產
官
學
對
話」研討会にて報告した「台日企業合作的樞紐企業：工具機企業的個案研究 をベースに改稿 ものである。
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 既存の調査と研究については参考文献①を参照されたい。
⑵
 日本型のターンキー方式の営業とは、顧客のニーズを理解し、それに合わせて納入後すぐに使用できるように製品をカスタマイズするこ である。
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